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平成24年度　市町村別事業実績一覧（市町村事業）
（単位：千円）

５．地域水源林(ha) ６．河川・水路 ７．地下水保全 ８．公共下水道 ９．合併処理化槽
私有林確保 49.62
私有林整備 37.94
市町村有林整備 6.71

効果検証

101,400         900               
私有林確保 6.24
私有林整備 0.51
市町村有林整備 15.74

効果検証
事前調査
工事(新規)　2箇所

下水道整備　30ha
市町村設置型　82基

32,500           68,300           323,500         152,800         
私有林確保 86.78
私有林整備 74.02
市町村有林整備  -

地下水汚染対策
地下水かん養対策
地下水モニタリング

99,700           28,800           
私有林確保 19.07
私有林整備 19.07
市町村有林整備 -

効果検証
事前調査

31,500           17,800           
私有林確保  2.32
私有林整備  2.32
市町村有林整備 1.71

効果検証
事前調査
工事(新規)　1箇所

4,300            6,600            

地下水かん養対策
地下水モニタリング

5,500            
私有林確保 62.72
私有林整備 62.72
市町村有林整備 0.52

効果検証 地下水モニタリング

83,200           1,200            700               

私有林確保 45.10
私有林整備  9.17
市町村有林整備 -

地下水汚染対策
地下水モニタリング

24,700           4,100            
私有林確保 1.07
私有林整備 1.07
市町村有林整備 0.89

効果検証 地下水モニタリング

6,100            400               600               
私有林確保 -
私有林整備 -
市町村有林整備  7.41

地下水モニタリング

13,300           700               
私有林確保  2.03
私有林整備  5.84
市町村有林整備  9.52

効果検証
事前調査

地下水モニタリング 市町村設置型　4基

118,900         3,400            800               4,200            
効果検証

地下水かん養対策
地下水モニタリング

800               800               
私有林確保 12.45
私有林整備 -
市町村有林整備 46.95

地下水モニタリング

53,000           17,300           
私有林確保 -
私有林整備 -
市町村有林整備 1.75

地下水モニタリング

3,800            -                  
私有林確保 17.42
私有林整備  7.10
市町村有林整備 17.80

35,700           
私有林確保 10.21
私有林整備 10.21
市町村有林整備 -

15,200           
私有林確保 19.56
私有林整備 31.48
市町村有林整備 3.88

105,100         

私有林確保 335
私有林整備 261
市町村有林整備 113

河川水路整備　 3箇所
直接浄化対策　 3箇所

地下水かん養対策
地下水汚染対策
地下水モニタリング

下水道整備　30ha 市町村設置型  86基

728,400       99,400         59,300         323,500       157,000       
対象 19 市町村
実施 17 市町村

対象　19 市町村
実施　15 市町村

対象　15市町村
実施　8市町

対象　13市町
実施　10市町

対象　1市
実施　1 市

対象　3 市町村
実施　2 市町

※１　　　　の部分で金額等の記載のない箇所は、特別対策事業の対象となっているが、事業を行っていないもの
※２　　　　の部分は、特別対策事業の対象となっていない市町村

１４－1

愛川町 15,200       

清川村 105,100     

合　　計 1,367,600 

※３　表中の事業内容については、主な事業について記載
※４　河川水路における直接浄化対策は、河川水路整備(生態系に配慮した整備)と併せて行うため、河川水路整備箇所数
　　を再掲した。

箱根町 70,300       

真鶴町 3,800        

湯河原町 35,700       

松田町 14,000       

山北町 127,300     

開成町 1,600        

寒川町 -              

中井町 28,800       

大井町 7,100        

海老名市 -              

座間市 5,500        

南足柄市 85,100       

秦野市 128,500     

厚木市 49,300       

伊勢原市 10,900       

区分 事業費
市町村が実施する特別対策事業の区分

小田原市 102,300     

相模原市 577,100     



平成25年度　市町村別事業実績一覧（市町村事業）
（単位：千円）

５．地域水源林(ha) ６．河川・水路 ７．地下水保全 ８．公共下水道 ９．合併処理化槽
私有林確保 32.15
私有林整備 31.37
市町村有林整備 8.93

効果検証

80,300          1,300            
私有林確保 4.11
私有林整備 3.71
市町村有林整備 9.54

効果検証
事前調査
工事(新規)　1箇所
工事(継続)  2箇所

下水道整備　26.3ha
市町村設置型　79基

15,500          119,300         321,200         158,100         
私有林確保 68.45
私有林整備 92.04
市町村有林整備  -

地下水汚染対策
地下水かん養対策
地下水モニタリング

117,900         29,100          
私有林確保 20.10
私有林整備 22.34
市町村有林整備 -

効果検証
事前調査

35,500          23,200          
私有林確保  -
私有林整備  1.45
市町村有林整備 0.97

効果検証
事前調査
工事(継続)　1箇所

4,300            7,000            

地下水かん養対策
地下水モニタリング

1,400            
私有林確保 79.74
私有林整備 79.74
市町村有林整備 0.52

効果検証
事前調査

地下水モニタリング

107,400         8,300            900              

私有林確保 -
私有林整備 19.43
市町村有林整備 -

地下水汚染対策
地下水モニタリング

25,400          4,100            
私有林確保 3.01
私有林整備 3.19
市町村有林整備 -

効果検証 地下水モニタリング

13,000          400              900              
私有林確保 -
私有林整備 1.20
市町村有林整備  4.64

事前調査 地下水モニタリング

29,800          4,900            600              
私有林確保  -
私有林整備  2.20
市町村有林整備  9.43

効果検証
事前調査

地下水モニタリング 市町村設置型　4基

97,900          300              800              8,300            
効果検証

地下水かん養対策
地下水モニタリング

800              700              
私有林確保 14.42
私有林整備  7.20-
市町村有林整備 51.73

地下水モニタリング

66,700          11,100          
私有林確保 -
私有林整備 -
市町村有林整備 2.07

地下水モニタリング

7,500            4,400            
私有林確保 15.95
私有林整備 8.20
市町村有林整備 7.50

33,100          
私有林確保 9.39
私有林整備 9.39
市町村有林整備 -

13,700          
私有林確保 20.23
私有林整備 43.08
市町村有林整備 3.87

118,200         

私有林確保 268
私有林整備 325
市町村有林整備 99

河川水路整備　 4箇所
直接浄化対策　 4箇所

地下水かん養対策
地下水汚染対策
地下水モニタリング

下水道整備　26.3ha 市町村設置型  83基

766,200       165,500       54,000         321,200       166,400       
対象 19 市町村
実施 17 市町村

対象　19 市町村
実施　15 市町村

対象　15市町村
実施　9市町

対象　13市町
実施　10市町

対象　1市
実施　1 市

対象　3 市町村
実施　2 市町

※１　　　　の部分で金額等の記載のない箇所は、特別対策事業の対象となっているが、事業を行っていないもの
※２　　　　の部分は、特別対策事業の対象となっていない市町村

市町村が実施する特別対策事業の区分

小田原市 81,600      

相模原市 614,100     

秦野市 147,000     

厚木市 58,700      

区分 事業費

伊勢原市 11,300      

海老名市 -              

座間市 1,400        

南足柄市 116,600     

寒川町 -              

中井町 29,500      

大井町 14,300      

松田町 35,300      

山北町 107,300     

開成町 1,500        

　　を再掲した。

箱根町 77,800      

真鶴町 11,900      

湯河原町 33,100      

１４－２

愛川町 13,700      

清川村 118,200     

合　　計 1,473,300 

※３　表中の事業内容については、主な事業について記載
※４　河川水路における直接浄化対策は、河川水路整備(生態系に配慮した整備)と併せて行うため、河川水路整備箇所



平成26年度　市町村別事業実績一覧（市町村事業）
（単位：千円）

５．地域水源林(ha) ６．河川・水路 ７．地下水保全 ８．公共下水道 ９．合併処理化槽
私有林確保 34.20
私有林整備 36.26
市町村有林整備 5.84

効果検証
事前調査

93,400          2,100            
私有林確保 1.64
私有林整備 4.04
市町村有林整備 13.74

効果検証
事前調査
工事（継続）　2箇所

下水道整備　22.9ha
市町村設置型　90基

14,600          50,400          46,870          263,100         
私有林確保 59.70
私有林整備 84.16
市町村有林整備 -

地下水汚染対策
地下水かん養対策
地下水モニタリング

105,000         31,100          
私有林確保 17.41
私有林整備 17.41
市町村有林整備 -

効果検証
事前調査
工事（新規）　3箇所

29,400          109,600         
私有林確保 2.08
私有林整備 2.83
市町村有林整備 1.54

効果検証
事前調査
工事（継続）　1箇所

4,300            12,900          

地下水かん養対策
地下水モニタリング

5,400            
私有林確保 5.39
私有林整備 5.39
市町村有林整備 35.62

効果検証
事前調査

地下水モニタリング

64,100          38,200          900              

私有林確保 -
私有林整備 17.07
市町村有林整備 -

地下水汚染対策
地下水モニタリング

25,000          3,900            
私有林確保 3.73
私有林整備 3.73
市町村有林整備 -

効果検証 地下水モニタリング

14,600          300              800              
私有林確保 3.01
私有林整備 3.01
市町村有林整備 9.38

事前調査 地下水モニタリング

16,700          3,500            500              
私有林確保 -
私有林整備 4.32
市町村有林整備 11.18

効果検証
事前調査

地下水モニタリング 市町村設置型　1基

99,400          10,700          600              2,000            
効果検証

地下水かん養対策
地下水モニタリング

800              500              
私有林確保 19.48
私有林整備 12.80
市町村有林整備 54.51

地下水モニタリング

64,000          16,700          
私有林確保 -
私有林整備 -
市町村有林整備 2.36

地下水モニタリング

7,900            5,400            
私有林確保 21.85
私有林整備 5.50
市町村有林整備 5.60

33,900          
私有林確保 16.95
私有林整備 16.95
市町村有林整備 -

25,200          
私有林確保 21.33
私有林整備 42.61
市町村有林整備 13.91

136,900         

私有林確保 207
私有林整備 256
市町村有林整備 154

河川水路整備 6箇所
直接浄化対策 6箇所

地下水かん養対策
地下水汚染対策
地下水モニタリング

下水道整備　22.9ha 市町村設置型  91基

734,400       228,500       65,800         46,870         265,100       
対象 19 市町村
実施 17 市町村

対象　19 市町村
実施　15 市町村

対象　15市町村
実施　9市町

対象　13市町
実施　10市町

対象　1市
実施　1 市

対象　3 市町村
実施　2 市町

※１　　　　の部分で金額等の記載のない箇所は、特別対策事業の対象となっているが、事業を行っていないもの
※２　　　　の部分は、特別対策事業の対象となっていない市町村

１４－３

愛川町 25,200      

清川村 136,900     

合　　計 1,340,670 

※３　表中の事業内容については、主な事業について記載
※４　河川水路における直接浄化対策は、河川水路整備(生態系に配慮した整備)と併せて行うため、河川水路整備箇所
　　を再掲した。

箱根町 80,700      

真鶴町 13,300      

湯河原町 33,900      

松田町 20,700      

山北町 112,700     

開成町 1,300        

寒川町 -              

中井町 28,900      

大井町 15,700      

海老名市 -              

座間市 5,400        

南足柄市 103,200     

秦野市 136,100     

厚木市 139,000     

伊勢原市 17,200      

区分 事業費

小田原市 95,500      

相模原市 374,970     



平成27年度　市町村別事業実績一覧（市町村事業）
（単位：千円）

５．地域水源林(ha) ６．河川・水路 ７．地下水保全 ８．公共下水道 ９．合併処理化槽
私有林確保 35.15
私有林整備 23.58
市町村有林整備 5.25

効果検証
事前調査

88,900          10,500          
私有林確保 -0.30
私有林整備 3.94
市町村有林整備 9.66

効果検証
事前調査
工事（継続）　2箇所

下水道整備　23.3ha
市町村設置型　96基

14,200          66,000          343,700         210,500         
私有林確保 60.50
私有林整備 109.99
市町村有林整備 -

地下水汚染対策
地下水かん養対策
地下水モニタリング

108,200         41,400          

私有林確保 20.44
私有林整備 18.04
市町村有林整備 -

効果検証
事前調査
工事（新規）　1箇所
工事（継続）　1箇所

35,300          130,500         
私有林確保 2.42
私有林整備 3.80
市町村有林整備 1.29

効果検証
工事（継続）　1箇所

2,900            13,000          

地下水かん養対策
地下水モニタリング

1,400            

私有林確保 -
私有林整備 21.50
市町村有林整備 8.52

効果検証
事前調査
工事（新規）　1箇所
工事（継続）　1箇所

地下水モニタリング

44,500          99,900          2,300            

私有林確保 -
私有林整備 9.85
市町村有林整備 -

地下水汚染対策
地下水モニタリング

34,500          5,600            
私有林確保 2.17
私有林整備 2.17
市町村有林整備 2.66

効果検証
地下水かん養対策
地下水モニタリング

13,000          300              2,100            
私有林確保 -
私有林整備 3.03
市町村有林整備 3.00

事前調査 地下水モニタリング

6,300            3,800            1,800            
私有林確保 -
私有林整備 7.47
市町村有林整備 0.10

効果検証
事前調査

地下水モニタリング 市町村設置型　1基

15,200          3,500            1,900            2,400            
効果検証

地下水かん養対策
地下水モニタリング

800              1,600            
私有林確保 11.68
私有林整備 13.95
市町村有林整備 61.00

地下水モニタリング

84,300          10,800          
私有林確保 -
私有林整備 -
市町村有林整備 2.73

地下水モニタリング

9,300            5,800            
私有林確保 24.92
私有林整備 8.71
市町村有林整備 8.87

47,300          
私有林確保 16.46
私有林整備 16.46
市町村有林整備 -

34,200          
私有林確保 17.38
私有林整備 49.47
市町村有林整備 3.04

124,900         

私有林確保 191
私有林整備 292
市町村有林整備 106

河川水路整備 7箇所
直接浄化対策 7箇所

地下水かん養対策
地下水汚染対策
地下水モニタリング

下水道整備　23.3ha 市町村設置型  97基

663,000       328,300       74,700         343,700       212,900       
対象 18 市町村
実施 18 市町村

対象　19 市町村
実施　15 市町村

対象　15市町村
実施　9市町

対象　13市町
実施　10市町

対象　1市
実施　1 市

対象　3 市町村
実施　2 市町

※１　　　　の部分で金額等の記載のない箇所は、特別対策事業の対象となっているが、事業を行っていないもの
※２　　　　の部分は、特別対策事業の対象となっていない市町村
※３　表中の事業内容については、主な事業について記載
※４　河川水路における直接浄化対策は、河川水路整備(生態系に配慮した整備)と併せて行うため、河川水路整備箇所
　　を再掲した。

１４－４

愛川町 34,200      

清川村 124,900     

合　　計 1,622,600 

箱根町 95,100      

真鶴町 15,100      

湯河原町 47,300      

松田町 11,900      

山北町 23,000      

開成町 2,400        

寒川町 -              

中井町 40,100      

大井町 15,400      

海老名市 -              

座間市 1,400        

南足柄市 146,700     

秦野市 149,600     

厚木市 165,800     

伊勢原市 15,900      

相模原市 634,400     

区分 事業費

小田原市 99,400      



【凡例】点線下線：平成25年度実績版以前から記載されている課題 

実線下線：平成26年度実績版で新たに記載された課題 

前年度の点検結果報告書（第２期・平成26年度実績版）を踏まえた取組状況について 

 

 

事業区分 前年度の点検結果報告書（第２期・平成26年度実績版）の総括 平成27年度までの取組状況 

全体の総括 施策の点検・評価の役割を担う県民会議では、事業の進捗状況、モニタリング調査結果、県民視点からの事

業モニターや県民フォーラムの意見などを踏まえて多面的な評価を行った。この評価結果を参照しながら事業

の実施状況を見ると、事業評価の仕組みが機能し、概ね適切に事業が進められていると評価できる。 

第２期５か年計画における平成26年度の実績及びこれまで３年間の事業進捗状況は、森林関係事業について

は、荒廃が進んでいた私有林で重点的に整備を行うとともに、丹沢大山地域でのシカ管理や土壌流出防止対

策、渓畔林整備、ブナ林再生のための調査研究など、様々な取組を進め、全体としては計画通りに進捗してい

る。この結果、下層植生が回復し、土壌保全が図られるなどの成果が出てきており、概ね順調に進められてい

ると評価できる。①今後は、これまで重点的に取り組んできた私有林整備に加えて、高標高域の県有林等も含

め、森林全体を見据えた総合的な観点から対策を推進すべきである。 

水関係事業については、河川・水路の自然浄化対策、地下水の保全対策、県内ダム集水域における公共下水

道や合併処理浄化槽整備などを着実に進めてきた結果、河川の自然環境の改善や生活排水処理の進展など、一

定の成果が見られている。河川や地下水の保全・再生に関しては概ね計画通りに進捗しているが、②水源環境

への負荷軽減（県内ダム集水域における公共下水道及び合併処理浄化槽の整備促進）に関しては、市町と連携

して、より一層の整備促進を図る必要がある。(24) 

  また、第２期からの新たな取組として、森林組合等が行う長期施業受委託による水源林の公的管理・支援や

丹沢大山地域におけるワイルドライフ・レンジャーによるシカ管理捕獲、山梨県との共同事業など、第１期５

年間の取組や課題を踏まえた事業を始めたことは評価できる。今後も、これらの事業を含めた関連事業を着実

に実施していくことが必要である。 

③水源環境保全・再生事業のあり方として、気候変動による災害頻発への懸念や台風等による災害の発生状

況を踏まえ、森林の生育基盤である土壌の保全を図っていくことや、水の十分な管理や水質保持の観点から水

と土砂を一体のものとして施策を考えていくことが重要な課題であり、その観点からも県の関係部署において

一層の連携を図っていくことが求められる。(24)なお、④事業評価の仕組みが十分に機能し、実績を有するこ

とが、現行事業の有効性や今後の事業のあり方を幅広く検討する上での前提条件として重要である。 

⑤県民会議では、第２期からは、新たな市民事業支援補助金制度の運用や効果的な事業評価のための事業モ

ニターの改善など新たな取組を進めており、今後はより一層活動内容を充実させていく必要がある。(24) 

事業評価においては、計画目標の達成度と併せて内容面の評価が求められ、その結果としてどのようなこと

が見えてきたのかなど、モニタリングの結果をもとに定量的あるいは定性的に総合的な評価を行うことが必要

である。そこで、平成26年度は、総合的な評価の報告書案の検討を行うとともに、総合的な評価プレワークシ

ョップとして平成27年３月に県民フォーラムを開催して、同年７月の総合的な評価ワークショップ実施に結び

付けた。 

① 第３期計画にて、県有林も含む県内水

源保全地域内において、これまでの対策

に加え、新たに土木的工法も取り入れて

土壌保全対策を強化することとしてい

る。 

② ８番事業①、９番事業①に記載のとお

り。 

③ 土壌保全対策事業については、上記①

のとおり第３期計画にて新たな対策を推

進することとしている 

  また、本施策の庁内推進組織である

「水源環境保全・再生推進会議」では、

県土整備局や企業庁の関係部署も構成メ

ンバーとなっており、計画策定や事業実

施において、調整や情報共有を図ってい

る。 

④ モニタリングによる順応的管理の考え

方に基づいた取組を進めるとともに、第

３期計画については、平成27年８月に県

民会議から県に提出した総合的な評価

（中間評価）報告書及び次期実行５か年

計画に関する意見書を踏まえ、策定して

いる。 

⑤ 12番事業①から⑦までに記載のとお

り。 
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事業区分 前年度の点検結果報告書（第２期・平成26年度実績版）の総括 平成27年度までの取組状況 

１ 水源の森林づ

くり事業の推進 
(1) 水源林の確保・整備 

  第２期５か年計画の５年間の目標事業量に対し、平成26年度までの３年間の累計で、確保事業では61.1%、整

備事業では59.1%の進捗率となっており、概ね計画どおりの堅調な実績である。 

  これまでのモニタリング調査結果によると、間伐後の２時点間の比較では、人工林においては林床植生の現

存量の増加が確認された。一方、広葉樹林においては林床植生の現存量が丹沢は箱根の１割と少ないが、地形

や土壌、シカの影響度の違いなどが要因と考えられる。 

第２期からの新たな取組として、シカ管理と連携した森林整備を実施するとともに、確保森林の小規模、複

雑化により確保に係る業務量の増大に対応するため、森林組合等が行う長期施業受委託による公的管理・支援

を行い、私有林の着実な確保・整備を推進している。 

また、平成25年度に「水源林整備の手引き」を改定し、広葉樹林整備では極力伐採を控え、植生保護柵の設

置や土壌保全対策を行うこととするなど、整備方針の見直しを図ったことは評価出来る。①今後とも立地環境

や土壌条件などの現場状況を踏まえた、きめ細やかな事業推進が求められる。(25) 

なお、②現在は丹沢大山の保全・再生対策の対象地域に含まれていない南足柄市内などでもシカの目撃情報

が増え、生息数が確実に増加しており、丹沢大山地域における状況も踏まえ、早急な対策が必要である。 

また、平成９年度から実施している「水源の森林づくり事業」で確保した森林は、平成29年度以降、順次、

契約期間が満了し、森林所有者へ返還されるが、これらの森林の状況を所有者が継続的に把握することは困難

な状況であることから、森林の公益的機能の維持を図るために、森林管理の新たな仕組みの構築を検討すべき

である。 

(2) かながわ森林塾 

平成26年度までの３年間の累計で、演習林実習コースで51人が修了し、このうち31人が就職に至っており、

第２期５か年計画の５年間の目標（新規就労者の育成75人）に対し、41.3%の進捗率となっている。③事業目的

に沿った実効性のある取組としていくためには、就職後の就労条件等の把握が課題である。(24) 

(3) その他 

水源林の整備に関連して、気候変動による災害頻発への懸念や台風等による災害の発生状況を踏まえ、④森

林の生育基盤である土壌の保全を図るため、土木的工法を含めた土壌保全対策の強化に取り組むべきである。 

① 改定した「水源林整備の手引き」を基

本として、林分や土壌の状況等を踏まえ

た上で、目標林型に向けた整備に取り組

んでいる。 

② 南足柄市などの箱根山地において、シ

カの定着と生息密度の上昇傾向がみら

れ、今後の森林への影響が懸念されるこ

とから、第３期計画にて小仏山地とあわ

せ、シカ管理の取組を強化することとし

ている。 

③ 毎年行っている事業体調査及び就労後

の個別相談を引き続き実施し、雇用条件

や雇用環境の把握に努めていく。 

④ 第３期計画にて、県内水源保全地域内

の崩壊地において、崩壊の拡大や森林土

壌の流出を防止するため、土木的工法も

取り入れた土壌保全対策を推進すること

としている。 

 

２ 丹沢大山の保

全・再生対策 

 

(1) 中高標高域でのシカ捕獲及び生息環境調査の実施 

  第２期からはワイルドライフ・レンジャーによる中高標高域でのシカ管理捕獲とモニタリングを実施してい

る。 

  ①ワイルドライフ・レンジャーの活動は、少人数（５名）でも成果を出しており評価出来るが、安全・効率

的な活動を進めるためには、増員を含めた体制の拡充や雇用形態の見直しなどにより安定した事業の推進が求

められる。(24)また、②機材運搬用のモノレール設置など事業推進のための環境整備についても積極的に取り

組む必要がある。(24) 

また、③現在は丹沢大山の保全・再生対策の対象地域に含まれていない南足柄市内などでもシカの目撃情報

が増え、生息数が確実に増加しており、丹沢大山地域における状況も踏まえ、早急な対策が必要である。(25) 

① ワイルドライフ・レンジャーの拡充を

検討するとともに、継続的な実施体制に

ついて検討する。 

② モノレール設置は、関係部署との共同

利用施設としての設置を検討する。 

③ 南足柄市などの箱根山地において、シ

カの定着と生息密度の上昇傾向がみら

れ、今後の森林への影響が懸念されるこ

とから、第３期計画にて小仏山地とあわ
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事業区分 前年度の点検結果報告書（第２期・平成26年度実績版）の総括 平成27年度までの取組状況 

(2) 土壌流出防止対策 

第２期５か年計画の５年間の目標事業量に対し、平成26年度までの３年間の累計で、105.0%の進捗率となっ

ており、計画量を上回る実績である。その理由としては、早期に事業効果を出すため、計画箇所に早期着手し

ていることによるものである。 

これまでのモニタリング調査結果によると、土壌保全対策施工後１～２年で土壌侵食が軽減、４～５年で植

生や落葉等により地表面が100%近く覆われている。その後は、植生保護柵の外でも林床植生は回復傾向にあ

り、シカ管理捕獲により生息密度の増加が抑えられている影響と考えられる。 

一方、④高標高域の水源源流部の人工林では、シカの生息密度が高い箇所や地形が急峻な地域で土壌流出が

懸念されるため、これまで重点的に取り組んできた主稜線部の自然林に加えて、高標高域の人工林も含め、対

策を推進すべきである。 

(3) ブナ林等の調査研究 

⑤ブナハバチ食害軽減のため、捕獲技術や密度抑制手法の検討とともに、大気や気象条件などの衰退要因の

解明が進んでいることから、ブナ林再生の技術開発や対策実施に継続して取り組む必要がある。(24) 

(4) 県民連携・協働事業 

県民協働型登山道維持管理補修事業では、協定に基づき県民参加による保全活動を着実に推進した。（具体

的には、下社大山線の協定の締結、表尾根線での登山者数調査受諾団体の発掘） 

平成24年度、25年度、平成26年度で３箇所（烏尾山山頂、花立山荘、観音茶屋）に環境配慮型山岳公衆便所

の設置費に対し補助金を交付し、環境配慮型トイレの設置を推進した。 

せ、シカ管理の取組を強化することとし

ている。 

④ 第３期計画にて、高標高域の人工林も

含め、県内水源保全地域内において、土

壌保全対策を強化することとしている。 

⑤ 平成25年度はブナハバチの大量発生が

予測されたことから、3地点計548本のブ

ナで粘着シートによる捕獲試験を行い、

推定75万個体の幼虫を捕獲した。衰退要

因の解明では、丹沢のブナはオゾンのク

リティカルレベルを超えていること、ブ

ナの衰退木で水ストレス症状が現れるこ

とを確認した。再生技術に関しては、既

往試験地での更新木や植生を追跡調査す

るとともに、新たにブナ等樹木が集団枯

死したササ草原の2か所で植生保護柵の

有無とミヤマクマザサの刈り払い、周辺

樹木の種子の播種を組み合わせた試験を

開始した。 

３ 渓畔林整備 

事業 

第２期５か年計画の５年間の目標事業量に対し、平成26年度までの３年間の累計で、本数調整伐等の森林整備

において80.0%、シカの採食を防ぐ植生保護柵の設置において76.4%、丸太柵等の設置において54.3%の進捗率とな

っており、森林整備及び植生保護柵の設置では計画量の８割及び８割近い実績である。 

これまでのモニタリング調査結果によると、第１期に植生保護柵を設置した箇所では、植被率が増加するなど

植生回復に向けて一定の効果が確認できた。一方、①効果が十分に現れていないケースには、急傾斜地や開空度

が不十分、種子供給が不十分などの要因があり対策が必要である。 

今後は、こうした課題に引き続き取り組むとともに、②これまでの取組により、渓畔域における森林整備を行

う上で必要な知見が蓄積し、技術面の検証・整理が進んでいるため、「渓畔林整備の手引き」を作成し、私有林

等の整備への活用を図る必要がある。 

① 渓畔林は長い時間をかけて誘導される

ものであり、開空度を確保するための森

林整備は現場状況に合わせて段階的に進

める必要がある。今後も、渓畔林整備に

おける配慮事項を踏まえた森林整備を継

続的に実施しながら渓畔林への誘導を図

る。 

② 第２期計画期間中に「渓畔林整備の手

引き」を作成し、第３期計画では私有林

の整備で活用していく。 
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事業区分 前年度の点検結果報告書（第２期・平成26年度実績版）の総括 平成27年度までの取組状況 

４ 間伐材の搬出

促進 

第２期５か年計画の平成26年度の目標搬出量に対し、64.8%の達成率となっており、この３年間の搬出量は大雪

のあった平成25年度を除き概ね14,000㎥で推移している。 

目標搬出量は５年間で段階的に増加するため、①より一層の搬出促進が課題である(24)が、県森林組合連合会

が事業者と協定を締結して搬出時期の平準化に取り組むとともに、平成27年度に原木市場を拡張し、受け入れ体

制を強化しているところである。 

②今後も様々な取組により森林資源の有効利用を通じた森林整備の促進を図るとともに、将来を見据えて、民

間主体による持続的・自立的な森林管理への誘導に努める必要がある。 

① 間伐材の受入れ能力を向上させるた

め、原木市場の拡張を図った。 

また、繁忙期を避けて搬出時期を平準

化させるよう、生産協定の締結に継続し

て取り組んだ。 

② 第3期計画では、民間主体の持続的・

自立的な森林管理を図るため、より効率

的な間伐材の搬出方法を検証し、木材の

生産性を向上させる取組を始めることと

している。 

５ 地域水源林整

備の支援 

第２期５か年計画の５年間の目標事業量に対し、平成26年度までの３年間の累計で、私有林確保において

79.8%、私有林整備において61.2%、市町村有林等整備において62.7%の進捗率となっており、計画量の５分の３を

上回る実績である。 

高齢級間伐については、18.2%の進捗率となっている。①当初予定していた箇所において、所有者の希望により

長期施業受委託への移行が見られるなどしており、今後、整備実績に関する十分な状況分析が必要である。(24) 

また、②水源の森林エリア内の一部の集落周辺の森林では、地域特有の課題も見られることから、今後、県が

広域的な視点で進めてきた森林整備だけではなく、地域特性に応じたきめの細かい森林整備を進めるために、市

町村も主体的に取組を実施できるような仕組みを検討すべきである。 

 

① 長期施業受委託への移行予定箇所を早

めに把握するとともに、高齢級間伐が実

施可能な箇所については、関係者との調

整を綿密に行っていく。 

② 第３期計画にて、水源の森林エリア内

の私有林において、市町村が実施する、

森林の持つ公益的機能の維持向上を図り

つつ地域特有の課題に対処する、森林の

確保及び整備を支援することとしてい

る。 

６ 河川・水路に

おける自然浄化

対策の推進 

第２期５か年計画の５年間の目標事業量７箇所に対し、生態系に配慮した河川・水路等の整備及びこれと併せ

て行う直接浄化対策は、平成26年度までの３年間の累計で７箇所（進捗率100%）となっている。 

河床に自然石を敷くなど、直接浄化対策と組み合わせた効果的な整備手法を推奨した結果、水質調査の結果に

大きな変化はないものの、底生動物の増加が確認された箇所もあるなど一定の効果が出てきており、今後も、①

工夫を重ねながら、生態系に配慮した整備を継続する必要がある。 

第２期から新たに対象メニューとした、河川等の整備事業と一体として行う生活排水対策については、合併処

理浄化槽への転換が個人の意向によることに加えて、対象地域が限定的であり公平性の観点から導入が困難とす

る市町村が多く、現在までのところ実績はない。 

しかし、②ダム湖下流域における生活排水が河川に流入し、水源水質に負荷を与えている状況が見られること

から、負荷軽減に向けた対応の検討が必要である。 

なお、③水源環境保全・再生事業のあり方として、水の十分な管理や水質保持の観点から水と土砂を一体のも

のとして施策を考えていくことが今後の重要な課題であり、その観点からも県の関係部署において一層の連携を

図っていくことが求められる。(24) 

① 平成25年度に作成した整備指針などを

活用して効果的な整備手法を検討するよ

う市町村に働きかけている。 

② 第３期計画にて、ダム下流域における

合併処理浄化槽への転換促進に取組むこ

ととしている。 

③ 本施策の庁内推進組織である「水源環

境保全・再生推進会議」では、県土整備

局や企業庁の関係部署も構成メンバーと

なっており、計画策定や事業実施におい

て、調整や情報共有を図っている。 
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事業区分 前年度の点検結果報告書（第２期・平成26年度実績版）の総括 平成27年度までの取組状況 

７ 地下水保全対

策の推進 

地下水を主要な水道水源として利用している７地域（13市町）のうち、平成26年度までに６地域（10市町）で

地下水保全計画に基づき地下水の保全に取り組んでおり、地下水汚染のある地域では水質浄化装置による汚染対

策を実施して有害物質の浄化を図っている。 

このほか、地下水のかん養対策やモニタリングを実施しており、概ね従前からの地下水の水位レベルを維持し

ている。 

①地下水汚染箇所においては、引き続き浄化対策を実施するとともに、その他の地域においても長期的にモニ

タリングを継続する必要がある。(24) 

※ 第１期における対象地域は８地域であったが、三浦市が地下水取水休止に伴い対象外となり、第２期から７

地域となった。 

① 汚染箇所については、汚染対策やモニ

タリングを継続して実施している。 

８ 県内ダム集水

域における公共

下水道の整備促

進 

第２期５か年計画の５年間の目標事業量に対し、平成26年度までの３年間の累計で16.0%の進捗率となってお

り、今後も引き続き、①相模原市と連携して、より一層の整備促進を図る必要がある。(24) 

① 平成24年度に、道路境界が確定してい

ない箇所が多数あることが判明し、進捗

に遅れが生じたため、市と協議を重ね、

境界確定作業が早急に進むよう支援して

おり、その結果、境界確定作業が着実に

進み、事業量の確保が図られている。 

９ 県内ダム集水

域における合併

処理浄化槽の整

備促進 

第２期５か年計画の５年間の目標事業量に対し、平成26年度までの３年間の累計で23.9%の進捗率となってい

る。地域により進捗状況や整備促進上の課題が異なることから、地域の実情に応じたきめ細かい支援を検討す

るなど、今後も引き続き、市町と連携して、より一層の整備促進を図る必要がある。(24) 

このほか、②地域での普及啓発も重要であり、例えば市民事業や県民フォーラムとの連携など、効果的な普

及啓発について検討する必要がある。(24) 

① 市町ごとの状況を把握するとともに設

置促進策を話合い、それぞれの市町に対

して、必要な支援を行っている。 

② 相模湖・津久井湖の水源環境をテーマ

とした県民フォーラムを相模湖交流セン

ターで開催するなどの実績があり、引き

続き県民フォーラム等による水源地域で

の普及啓発に取り組む。 

10 相模川水系上

流域対策の推進 

第２期５か年計画の５年間の目標事業量(協定書による)に対し、平成26年度までの３年間の累計で、荒廃森林

再生事業では46.4%の進捗率である。これは、荒廃森林の位置の確認や所有者を特定する作業に想定以上の時間を

要した上に、平成26年２月の大雪により作業が遅れたことが影響している。広葉樹の森づくり事業では102.0%の

進捗率となっている。 

また、生活排水対策については、①平成26年度から桂川清流センター（山梨県大月市の下水処理場）に設置し

たリン削減効果のある凝集剤添加設備を稼動しており、今後着実な排水処理が期待される。 

今後は、こうした県外上流域対策を継続し、長期的に取組の効果を見定めていく必要がある。 

また、事業を進めていく上で、②上流域との交流に資する情報や場を提供するとともに問題意識を共有し、長

期的に協働関係を強化することが大切である。(24) 

 

① 凝集剤添加設備の稼動以降、放流水の

全リン濃度の年間平均は、目標の0.6㎎/

ℓ以下となっている。 

② 山梨県内において、流域関係団体との

共同による県外上流域の住民を対象とし

た普及啓発活動や、山梨県と連携したイ

ベントなどを実施した。 
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事業区分 前年度の点検結果報告書（第２期・平成26年度実績版）の総括 平成27年度までの取組状況 

11 水環境モニタ

リングの実施 

 

①モニタリングは、施策の効果を的確に把握し、県民に分かりやすく明示するとともに、県民意見を施策に反

映するために必要不可欠である。今後は、より総合的な観点からの評価も求められることから、長期的・継続的

に行う必要がある。 

②森林のモニタリング調査（対照流域法による水源涵養機能調査）に関しては、下層植生回復による水源涵養

機能改善の検証では、植生保護柵設置による実施流域内の植生回復が十分でないために現段階では水の流出特性

の変化にはいたっておらず、今後もモニタリングを継続する必要がある。(25)適切な水源林管理による人工林の

水源涵養機能保全の検証では、平成24年度に群状伐採を行った貝沢でモニタリングを継続し２年経過後も渓流水

の濁りや窒素濃度の増加など一般的にみられる施業による負の影響はみられなかった。③渓流沿いで除伐・伐採

をしなかったことにより施業の負の影響が軽減できる可能性が示唆されたことから、通常の事業で行われる森林

整備手法にもフィードバックしていく必要がある。 

森林のモニタリング調査（森林生態系効果把握調査）では、水源の森林づくり事業による森林の整備が、森林

生態系の健全性や生物多様性の与える効果を把握するため、「水源協定林」を対象に植物・昆虫・鳥類・哺乳類

を調査した。平成26年度の小仏山地と箱根外輪山の調査結果から、人工林では整備後一定期間経過した林分で下

層植生の植被率や種数が多い傾向が認められ、小仏山地では下層植生の植被率や種数が多いところでは林床性昆

虫の種数や個体数も多くなる傾向があった。④鳥類と哺乳類では明瞭な傾向を見い出せなかったが詳細な解析は

今後の課題である。平成27年度には丹沢山地においても同様に調査して、林分スケールと山域スケールで総合的

に解析する必要がある。 

河川モニタリング調査（県民参加型調査）は、河川の水質や動植物の生息状況などの調査を通じて、県民が水

源環境に関心を持つ最初のきっかけとなり得る取組であり、⑤今後、地域の学校の参加など、県民の幅広い参加

を働き掛けていくことが必要である。(24) 

① これまでの取組について、平成27年７

月に総合的評価ワークショップを開催

し、８月には総合的な評価（中間評価）

報告書を県民会議から県に提出した。 

  引き続き、順応的管理の考え方に基づ

き着実かつ効果的な施策の推進を図る。 

② 対照流域法による水源かん養機能調査

については、各試験流域のモニタリング

調査を着実に実施した。 

③ モニタリング結果については、事業担

当者の会議等でも情報提供しており、第

3期からの水源林整備の中での渓畔林整

備の実施と合せて対応を検討していく予

定である。 

④ 平成27年度に丹沢山地の調査を行い、

平成28年度には小仏山地・箱根外輪山と

合わせて水源の森林エリア全体での総合

的な解析を行う予定である。鳥類と哺乳

類の調査・解析手法に関しても引き続き

検討中である。 

⑤ 「県のたより」及び神奈川新聞の「県

民の窓」へ募集案内を掲載するととも

に、県立高校の生物クラブに参加を呼び

かけ、県民の幅広い参加を働き掛けた。 

12 県民参加によ

る水源環境保

全・再生のため

の仕組み 

(1) 事業の点検・評価について 

 事業の進捗状況、モニタリング調査結果、県民視点からの事業モニターや県民フォーラムの意見などによ

り、多面的な評価を実施した。事業モニターについては、第２期からモニターチームがモニターする箇所を検

討して年間計画を作成し、事業評価シートにより評価基準を明確化したほか、毎回のモニター実施責任者を定

めて報告書を作成するなど、より効果的な事業評価を行うため改善を図った。①今後、モニターの組織的な強

化と参加者の一層のスキル向上が期待される。モニター結果については、集約した形によるホームページでの

提供やチラシ等による県民フォーラムでの活動報告など発信方法を検討する必要がある。(24) 

また、県民会議の次期（第２期）５か年計画に関する意見書の提言内容を踏まえ、森林水循環を考慮した森

林生態系効果把握を新たに実施するため、その手法等について、平成24年度に県民会議委員及び有識者からな

るワークショップを開催して検討したことは、施策評価機能の充実を図るために有意義な取組である。②施策

① 課題を抱えている箇所を中心に箇所を

選定する、現場モニター後に課題解決に

向けた十分な意見交換の場を設定するな

ど、充実を図った。平成28年度からは、

参加者のスキル向上等のため、有識者委

員が同行し説明を加えながらのモニター

を検討している。 

また、実施分の事業モニター結果を点

検結果報告書に反映させるとともに、事

業モニター報告書を県ホームページに掲
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の総合的な評価を進める観点から、多面的な評価を行う上で経済評価についても実施すべきである。(24) 

なお、事業評価においては、計画目標の達成度と併せて内容面の評価が求められ、その結果としてどのよう

なことが見えてきたのかなど、モニタリングの結果をもとに定量的あるいは定性的に総合的な評価を行うこと

が必要である。 

③平成25年度には、施策の前半10年の事業実績や効果に関する総合的な評価の進め方の検討を行い、平成27

年度の評価ワークショップ開催や次期計画に関する意見書提出等の行程を定めたことから、今後これらを着実

に進めていく上で、具体の検討や調整に精力的に取り組む必要がある。(25) 

(2) 市民事業の支援について 

第２期からの新たな取組として、市民事業支援制度報告書の提言内容を踏まえ、市民活動の定着を目

的とする「定着支援」と、団体のスキルアップや自立化を目的とする「高度化支援」の２つの部門から

なるステップアップ方式の新たな市民事業支援補助金制度がスタートし、多様な活動団体への支援に取

り組んでおり、④今後、新たな制度のもと、水源環境保全・再生のための市民活動の着実なすそ野の広

がりを期待する。また、市民事業の段階的な発展が重要であり、調査研究はその点でポイントとなるため、活

動団体が補助事業に取り組みやすい環境整備も必要である。(24) 

また、平成25年度市民事業交流会では、市民団体毎のブース出展により活動紹介を行うと同時に、ワール

ド・カフェ方式による団体同士の意見交換会を初めて開催したことは、団体間の交流促進とともに市民活動実

践上の課題把握に有効であり、市民事業を一層推進していく上で有意義な取組である。 

(3) 県民に対する普及・啓発、情報提供、県民からの意見集約について 

  県民フォーラムについては、「事前広報」「参加者数の確保」「都市地域住民の参加が少ないこと」「参加

者の固定化や世代層の偏り」などの第１期における課題点を踏まえ、平成24年度から新たな開催手法として、

人通りが多くさまざまな世代層の方が行き交う場所に会場を設定し、県民が気軽に立ち寄り、施策を知ること

が可能な形態（通称：もり・みずカフェ）での開催に取り組み、多くの参加者を得ている。もり・みずカフェ

は、都市部の県民に森や水の大切さについてＰＲする良い機会であるとともに、参加者の水源環境に対する考

えを直接聞くことも可能な点でメリットがあった。なお、⑤県民意見集約の観点から参加者数以外の要件も勘

案し、開催場所を変えて展開していくことや、ターゲットの絞り込みや新企画により新たな参加者層を開拓す

るなど工夫を凝らし、より幅を広げていくことも必要である。(24) 

また、より県民に手に取ってもらえる広報物を発行していく観点から、従来のニュースレターに代えて、平成24

年度は、森と水の関係や森の働きなど基本的な事柄を分かりやすく説明する内容の新たなリーフレット「森は水

のふるさと」を作成した。さらに平成25年度は、施策の内容や成果について、親しみを持って理解してもらう目

的で、リーフレット「支えよう！かながわの森と水」を作成しており、⑥今後は、配布の場所や方法についても

工夫するとともに(24)、⑦事業進捗状況や点検結果報告書の内容をさらに分かりやすく伝える方法の検討などに

より、県民への効果的な情報提供を進めていくことが必要である。(25) 

載している。 

② 施策の総合的な評価（中間評価）の取

組の一つとして、平成26年度に経済的手

法による施策評価を実施している。 

③ 施策の総合的な評価の取組として、平

成27年３月に総合的な評価プレワークシ

ョップ、７月に総合的な評価ワークショ

ップを開催し、８月には総合的な評価

（中間評価）報告書を県民会議から県に

提出した。 

④ 水源環境保全・再生に関わる市民活動

の一層の拡大を図るため、市民事業支援

補助金の募集時には、県のたよりへの特

集記事掲載や、県ＮＰＯ協働推進課との

連携を図るなどした。 

⑤ フォーラム参加者のターゲットを広め

るため、これまで実施したことのない地

域での開催や、多彩な講演内容や企画な

ど、工夫を凝らして実施した。 

⑥ 平成25年度作成のリーフレット配布に

ついて、県民フォーラムをはじめとする

各ＰＲイベントや、小学校への送付など

を実施。もり・みずカフェなどでは、来

場者に手渡しするとともに、県民会議委

員が内容説明を行うなど配布方法も工夫

した。 

  より多くの県民の手に渡るよう、幅広

い配布先の検討を行っていく。 

⑦  点検結果報告書の内容をさらに分かり

やすく県民に伝える方法として、平成26

年度から新たに特別対策事業の概要や実

績、県民会議による点検結果等をＡ４サ

イズ両面カラー刷りのチラシに簡潔にま

とめた、点検結果報告書概要版を作成
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し、県民フォーラムでの配布等を行っ

た。 
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施策
調査

市民
事業

県民
フォー
ラム

コミュ
ニケー
ション

事業
モニ
ター

淺枝　隆
（副座長）

□

太田　隆之 ○

鈴木　雅一 ◎

田中　充
（座長）

○

中村　道也 ○

萩原　なつ子 □

浜野　安宏 ○

林　　義亮 ○

吉村　千洋 ○

青砥　航次

倉橋　満知子 ○ ○

篠本　幸彦

服部　俊明 ○

増田　清美 ◎ ○ ○

金森　厳 ○ ○

北村　多津一 ○ ◎

坂井　マスミ ○ ◎ ○

佐藤　恭平 ○

滝澤　洋子 ○ ○

中門　吉松 ○ ○ ○

長縄　今日子 ○

西　寿子 ○ ○ ○

森本　正信 ◎ ○

前田　裕司 ○ ○

◎は、専門委員会委員長、チームリーダー  □は、専門委員会副委員長

神奈川県森林組合連合会 代表理事専務

神奈川県政モニターOB会 副会長

公
　
募
（
　
名
）

横浜・川崎地域

区
分

専門委員会
県民意見の集約・県民
への情報提供

氏　　名 役　　職　　等

静岡大学人文社会科学部経済学科　准教授

法政大学 社会学部 教授

(株)浜野総合研究所 代表取締役社長

立教大学社会学部社会学科 教授

関
係
団
体
（
５
名
）

桂川・相模川流域協議会 代表幹事

酒匂川水系保全協議会 副会長

東京工業大学大学院理工学研究科 准教授

特定非営利活動法人丹沢自然保護協会 理事長

県央・湘南地域

県西地域

東京大学 名誉教授

神奈川新聞社 取締役論説主幹

第４期水源環境保全・再生かながわ県民会議委員名簿

（平成28年４月１日現在）

特定非営利活動法人神奈川県自然保護協会
副理事長

有
識
者
（
９
名
）

埼玉大学大学院理工学研究科 教授

10 

（区分ごとに50音順） 

 



 
 

 

 

 

 

 

Ⅴ 付 録 
＜総合的な評価(中間評価)報告書

（H27.8）より抜粋＞ 
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１ かながわの水資源 

現在、神奈川県内の水道水源は、約６割が相模川水系、約３割が酒匂川水系により賄

われ、両水系に設けられた４つのダム（相模ダム、城山ダム、宮ヶ瀬ダム、三保ダム）

が、水がめとして大きな役割を果たしています。 

神奈川県には、人口増加や工業化の進展に伴う水需要の増大を背景として、大きな水

不足を経験しながら、新たな水源開発による水量の拡大をめざして、相模ダムの建設を

はじめとして、ダムや取水施設（取水堰）など、水を利用するための施設の整備に60余

年にわたり取り組んできた歴史があります。 

平成13(2001)年の宮ヶ瀬ダムの完成により、経済の発展や豊かな県民生活を支える水

資源の供給体制が概ね整い、現在、本県では水不足への心配は極めて少ない状況です。 

 

２ 施策導入時点の課題 

一方、施策の導入を検討していた頃、水を育む水源環境では、新たな課題が顕在化し

ていました。水がめである一部のダム湖では、周辺地域の生活排水対策の遅れなどを背

景として、窒素・リン濃度が高い富栄養化の状態にあるところもあり、夏期の水温上昇

や少雨・渇水による流入水の減少時には、アオコと呼ばれる水中の植物プランクトンの

大量発生が懸念されていました。 

また、緑のダムとして雨水を貯える水源地域の森林では、平成以降、人工林の手入れ

不足やシカによる下草の採食により林内の裸地化が進んでいます。本来あるべき下層植

生がなくなってしまったために、降った雨が地中にしみこみにくくなり土壌は流出し、

降った雨をゆっくり下流に流出させる森林の機能が低下していました。 

 

３ 水源環境保全税の導入 

このため、県では、平成12年から５年間にわたり、今後の水源環境保全・再生のあり

方について、県民や市町村等との意見交換、県議会における議論など様々な形で議論を

重ね、こうした議論に基づいて、平成19年度以降の20年間における水源環境保全・再生

の将来展望と施策の基本方向について「かながわ水源環境保全・再生施策大綱」として

取りまとめました。 

また、この施策大綱に基づき、平成19年度から５年間で取り組む特別の対策事業につ

いて「かながわ水源環境保全・再生実行５か年計画」として取りまとめるとともに、計

画実行の裏付けとなる安定的な財源を確保するため、個人県民税の超過課税（水源環境

保全税）を導入し、第１期、第２期（平成24年度～平成28年度）と事業を展開してきま

した。 

    

４ 水源環境保全・再生施策 

水源環境保全・再生施策は、自然が本来持っている水循環機能（水が自然の中を循環

する中で発揮される水源かん養機能や水質浄化機能）を保全し高めるための施策や、水

源環境への負荷軽減を推進することによって、水源環境を良好な状態に保ち、将来にわ

たり県民が必要とする良質な水の安定的確保を目指す取組で、神奈川の水源地域である

県西部や県外上流域（山梨県）を主たる対象地域として展開しています。 

施策大綱では、水源環境保全・再生に関わる幅広い施策を、体系的に推進することと

し、森林や河川、地下水の保全・再生など、施策全体は60事業で構成されていますが、

このうち「実行５か年計画」に位置付けられている12事業については、「水源環境保全

税」を財源とする「特別対策事業」として実施しています。特別対策事業の対象は、主

として、水源かん養や公共用水域の水質改善など、水源環境の保全・再生への直接的な

効果が見込まれる取組としています。また、特別対策事業以外の事業については、一般

水源環境保全・再生施策の経緯と特徴  
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財源により実施しており、総合的な施策推進が図られています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 順応的管理の考え方に基づく施策推進 

水源環境保全・再生の取組は、自然を対象としたものであり、施策の実施によりどの

ような効果が現れるかについては、当該施策だけではなく、他の施策や自然条件によっ

て大きく左右されます。また、現在の科学的知見では将来の自然環境に及ぼす影響を正

確に把握することには限界があります。そのため、事業の実施と並行して、事業実施に

伴う自然環境の状況を把握しながら、施策の評価と見直しを行い、柔軟な施策の推進を

図る必要があります。 

そこで、このような順応的管理の考え方に立ち、県民会議のもとで、着実かつ効果的

な計画の推進を図ります。 

 

＜施策推進のイメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

＜参考＞ モニタリング調査の成果を事業に反映した事例 

・ 水源の森林づくり事業のモニタリング調査で得られた知見が、平成25年3月の「水源林整備の

手引き」の改訂に反映された。（除伐の取扱い、混交林化や広葉樹林整備の整備手法にかかる細

部の具体化、リターを留める土壌保全工の追加、施業と連携したシカ管理捕獲の導入など） 

・ 渓畔林整備事業のモニタリング調査で得られた知見が「渓畔林整備の手引き」に盛り込まれた

（※予定）。 

・ 丹沢大山の保全・再生対策のモニタリング調査で開発された簡易なモニタリング手法が他の各

種事業モニタリングにも導入されている。 

 

 
・一般造林 
・県有林の整備 
・治山、砂防事業 
・林道整備 
・シカ対策(農業被害対策等) 
・県産木材の流通・消費対策 

 
 
・私有林の公的管理・支援 
・市町村有林の整備 
・土壌流出防止対策 
・シカ対策(管理捕獲) 
・間伐材搬出促進 

一般財源による取組 
水源環境保全税による取組 

（特別対策事業） 

森林関係 

 

 
・水源保全地域(ダム湖下流域)の 
 公共下水道、合併処理浄化槽の 

整備 
・ダム湖におけるエアレーションに

よるアオコ発生抑制対策 
・ダム湖の堆砂対策(しゅんせつ等) 
・河川整備（県管理河川） 

 
・県内ダム集水域における公共下水

道の整備促進 
・県内ダム集水域における高度処理

型合併処理浄化槽の整備促進 
・河川・水路における自然浄化対策

の推進(市町村管理河川) 
・地下水保全対策の推進 

一般財源による取組 
水源環境保全税による取組 

（特別対策事業） 

水関係 

 

国有林の管理(森林管理署) 

 

水源環境保全・再生の総合的な施策推進（主な取組） 



 

 

1
5
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ダム湖 

                                     

                                           

              （海）                  

                                 

 

 

 

  

 
 

【 ダム集水域 】 

 

 

(地下水) 【家庭･工場等】 

 

 

 

 

【家庭･工場等】 

取水・浄水・配水施設 

 

林業の不振による
人工林の手入れ不足

（間伐の遅れ）

林内の日照不足
植生への過度の採食圧

下層植生の衰退

降った雨を下流にゆっくり
流出させる機能の低下

林内の土壌侵食

水源涵養機能の低下

シカの個体数の増加

生物多様性
機能の低下

神奈川県の水源環境の課題と施策 

展開について（第２期５か年計画） 

【森林の課題】 【ダム集水域の課題】 

【地下水の課題】 【河川中流域の課題】 

【 課題に対する施策展開（特別対策事業・既存事業等）】 

１ 水源の森林づくり事業の推進   ６ 河川・水路における自然浄化対策の推進              既 既存事業（施策大綱構成事業） 

２ 丹沢大山の保全・再生対策    ７ 地下水保全対策の推進                   法 法令等の規制による 

３ 渓畔林整備事業         ８ 県内ダム集水域における公共下水道の整備促進 

４ 間伐材の搬出促進        ９ 県内ダム集水域における合併処理浄化槽の整備促進 

５ 地域水源林整備の支援      10 相模川水系上流域対策の推進 

【 河川中流域 】 

【 森林 】 

 

＜河川への排水などの流入＞ 

 

６ ７ 

８ 

９ 

５ 
 

１～４ 

10

 

 
 

＜河川･ダム湖への排水などの流入＞ 

【 山梨県 】 

地下水かん養対策 
地下水汚染対策 
地下水モニタリング 

（河川・水路等整備） 

(間伐等の森林整備) 

間伐等の森林整備 
土壌流出防止対策 
シカ管理捕獲 
植生保護柵設置 
間伐材搬出支援 

(下水道整備) 

間伐等の森林整備 
リン処理設備設置 

高度処理型合併 
処理浄化槽整備 

５ (間伐等の森林整備) 

１～５ 
 

特別対策 

８～10 

既 

６ 
 

特別対策 

既 法 既 

特別対策 
 

１～５､10 
 

特別対策 

既 

法 

既 
法 

７ 

特別対策 

 

ダム集水域の 

課題へ 
地下水の課題へ 河川中流域の課題へ 

６ ６ 
  ７ 

 

特別対策 

既 

既 （エアレーション） 

特別対策 

７ 
 

既 

特別対策 １～５ 
 

既 

既 
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相模川水系と酒匂川水系間の連携 

相模川水系の相模湖、津久井湖と宮ヶ瀬湖は 

導水路で繋がれており、３湖を総合運用するこ 

とでダム湖の水を効率的に利用し、水道水の安 

定供給を図っています。  

 また、相模川水系(沼本ダム、相模大堰(ぜき)、 

寒川取水堰（せき））と酒匂川水系（飯泉取水 

堰（ぜき））の２つの水系間で連携することで、 

バックアップ機能を強化しており、災害や水質 

事故等による影響を低減しています。 

 

かながわの水がめは？ ～４つのダム湖～ 

かながわの水がめは、大きくは相模川水系（相模ダム・城山ダム・ 

宮ヶ瀬ダム）と酒匂川水系（三保ダム）に分けられます。 

この２つの水系により県内水需要の９割以上を賄っており、４つ 

のダムは「かながわの水がめ」として大きな役割を果たしています。 

 神奈川県では、戦災復興、高度経済成長などによる水需要の増大を 

背景として、大きな水不足を経験しながら水源開発が行われてきました。 

現在では、４つのダムが大きな役割を果たし、水不足への心配は極め 

て少なくなりました。 

～かながわの渇水～ 

平成８年、神奈川県は昭和 42

年以来の 29年ぶりの渇水に見

舞われました。 

 記録的な少雨によりダム湖の

貯水量が大幅に減少し、最大で

10%の取水制限が行われ、一部

の地域で断水が発生するなどの

影響が出ました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 相模ダム （相模湖） 

京浜地帯の人口増加や工業の進展に伴う

水需要の増大などに対応するため、県が全

国に先駆けて行った広域的な水資源開発事

業であり、昭和 13 年に計画され、９年の

歳月を費やして完成しました。 

 

■昭和 22(1947)年完成 

■重力式コンクリートダム 

■堤高 58.4m 

■有効貯水容量 4,820万㎥ 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 三保ダム （丹沢湖） 

昭和 40 年代に入り、さらなる水需要の

急激な増大に対して、相模川水系のみで供

給量を確保することが困難となり、酒匂川

水系では初めてのダムとして、下流の飯泉

取水施設(取水堰)と共に建設されました。 

 

■昭和 54(1979)年完成 

■ロックフィルダム 

■堤高 95m 

■有効貯水容量 5,450万㎥ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 宮ヶ瀬ダム （宮ヶ瀬湖） 

21 世紀に向けて県民に水道水を安定的

に供給するため、相模川水系中津川におい

て、国の事業により建設されました。水資

源の有効利用を図るため、相模ダム、城山

ダムとの総合運用を行っています。 

■平成 13(2001)年完成 

■重力式コンクリートダム 

■堤高 156m 

■有効貯水容量１億 8,300万㎥ 

（相模､城山､三保の３つのダムの 

合計を上回る貯水量） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 城山ダム （津久井湖） 

昭和 30 年代後半から著しく増加した水

需要に対応するため、県､横浜市､川崎市､

横須賀市の共同事業により、下流の寒川取

水施設(取水堰)と共に建設されました。 

 

■昭和 40(1965)年完成 

■重力式コンクリートダム 

■堤高 75m 

■有効貯水容量 5,120 万㎥ 
 

 

 

 

 

 

 

 

かながわの水源環境の現状 

  



 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

3,000 

S54 S56 S58 S60 S62 H元 H3 H5 H7 H9 H11 H13 H15 H17 H19 H21 H23 H25 

相模湖 津久井湖 アオコ異常発生ライン 

 

相模湖・津久井湖では、湖水中の窒素やリンが
増える「富栄養化」が進んだ結果、アオコの大量
発生が見られるようになりました。アオコの大量
発生により、水道水としての浄水処理への影響
や、景観など環境の面からも問題となってきたた
め、エアレーション装置を設置し、湖の浄化に取
り組んでいます。 
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2006年(平成 18 年)の相模湖の状況 

アオコにより、水道水の異臭・異味等の懸念が生じます。 

＜４つのダム湖の水質＞ 
 

湖沼の汚濁状態を示す COD の数値は環境基準を達成していますが、相模湖及び津久井湖

は、窒素やリン濃度が高く富栄養状態にあることから、依然としてアオコなどが発生しや

すい状況です。 

＜相模湖･津久井湖のアオコ(ﾐｸﾛｷｽﾁｽ)発生状況＞  

ダム湖の水質を守る取組みにより、近年ではアオコの異常発生は少なくなっています。 

＜ダム湖の水質を守る取組み例＞ 

ＣＯＤ：湖沼・海域の汚濁の度合いとして用いられ、数値が高い程水が汚れていることを示します。 

環境基準：環境基本法の規定に基づく基準で、全窒素及び全リンについては、湖沼植物プランクトンの 

著しい増殖を生ずるおそれがある湖沼について定められています。 

アオコ：富栄養化した湖沼や池で、植物プランクトン（ミクロキスチスなど）が異常増殖して厚い層が形成

されることがあり、水の表面に緑色の粉をふいたように見えることから呼び名がついています。 

かながわの水がめの水質 

 

公共用水域及び地下水の水質測定結果 2013年(平成 25年) 

 

4つのダム湖の環境基準 相模湖・津久井湖の暫定目標値 相模湖の暫定目標値 

津久井湖の暫定目標値 

平成５年度からエアレーション 

装置設置開始(津久井湖)  

昭和 63年度からエアレーション 

装置設置開始(相模湖)  

細胞数 

(千/ml) 
（細胞数 100 千/ml) 

(mg/L) (mg/L) 
(mg/L) 
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丹沢山地とその森林 
～急峻でもろい山地のモザイク状の森林～ 

 

●宮ヶ瀬湖上流（東部）、津久井湖上流（北

部）、丹沢湖上流（西部） 

●地質は、東部は第三紀層丹沢層群（凝灰

岩）、西部は深成岩（石英閃緑岩）。 

●過去からの地殻変動の影響で急峻でもろ

い。関東大震災や 47 年災害等の土砂災害の

履歴あり。 

●高標高域はブナ等の自然林、中低標高域に

人工林と広葉樹林がモザイク状に配置。 

●ツキノワグマをはじめとした野生動物の宝

庫。近年は増えたシカの採食によって、下層

植生が乏しくなっている。 

●過去には中心部は御料林（皇室の財産）、

西部は小田原藩領を経て御料林として公的管

理、北部と南部は地域による入会利用中心。

現在も中心部は国有林と県有林。 

小仏山地とその森林 
～堆積岩の急峻な山地のまとまった人工林～ 

 

●津久井湖・相模湖上流（相模川流域）。 

●地質は、かつて海底であった時代の砂や粘

土の堆積物を起源とする小仏層群。 

●比較的私有林が多く、スギやヒノキの人工

林が広く分布。 

●山地から里地性の多種の動物が生息。シカ

の生息はまだ少なく、丹沢のような下層植生

の衰退はみられていない。 

●過去に大規模な雪害の履歴あり。 

 

水源地域の山地と森林 
相模川や酒匂川の源流は、丹沢山地、小仏山地、箱根山地などの山地です。 

これらの山地は、大部分が森林であり、山麓の平野部における住宅地や農地等

の人工的な土地利用と比べて対照的です。 

近年、水源の森林では、外から見ると立派な森林であっても、林内では土壌の流

出が起こっています。その原因は、過去に植林したスギやヒノキの手入れ不足や、増

えたシカの採食によって下層植生が乏しくなったためです。 

※下層植生：林内に生える草や背丈の低いかん木 

 

 
 

箱根外輪山とその森林 
～火山堆積物の緩やかな山地のまとまった人工林 

 

●酒匂川飯泉取水堰上流（狩川流域）。 

●地質は、箱根火山の噴出物に由来。 

●古くからスギの良材が産出され、現在、大雄

山のスギ林は天然記念物となっている。 

●大部分が市町村所有であり、人工林が多く分

布し、林道が密に整備されている。 

●シカは最近まで少なかったが、下層植生への

影響が徐々にみられるようになってきている。 

 

 

相模原市緑区与瀬 

小田原市久野 

清川村（天王寺尾根） 

清川村（丹沢県有林） 

人工林と自然林との違いは？（広葉樹林との違い） 

                      

 

 

●人工林は人為的につくられた森林で植林による場

合が多い。自然林（二次林を含む）は人為が加わら

ずに自然にできた森林である。 

●人工林と自然林の違いは、上層にある木の年齢構

成、樹種構成、樹冠状態に集約される。 

●人工林の年齢構成は同齢、樹種構成は単純、樹冠

がそろった状態であるのに対して、自然林は異齢、

混交、樹冠は不ぞろいである。 

●人工林は最初から人為によりにつくられた森林の

ため、最後まで人間が手入れする必要がある。 

山北町谷ケ 

水源地域の人工林と広葉樹林の分布 

※自然林だが、シカの採食の影響を受け続けてきた
ため、下層植生が乏しい。 

※良好に管理された人工林だが、シカが多く生息する
ため、下層植生はシカの好まない植物が生育する。 

　　凡　例

人工林（スギ、ヒノキなど主に針葉樹） 農耕地　（畑、水田、果樹園、茶畑など）

広葉樹林　（ブナ、ケヤキ、コナラ、シイなど） 市街地

草地ほか　（ササ、ススキ、伐採跡地、芝地、湿原など） 水域

水源の森林エリア 水源保全地域（施策の全対象地域）
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～水源地域の山地と地質～ 

 水源地域には、丹沢山地、小仏山地、箱根山地などいくつかの山地があります。これら

の山地は、それぞれ成り立ちが異なるために地質が異なり、水の浸透しやすさや保水性

も異なります。 

 

 

～水源地域の降水量～ 

 年間降水量は、箱根では 3200ｍｍを超える一方、 

相模湖周辺では 1600～1800ｍｍ程度であり、地域 

によって約２倍の差があります。 

 

 

森林管理と水源かん養機能のかかわり 
水源地域の大部分は森林に覆われた山地です。通常、山地に降った雨は、森林を

経由していったん地中に浸透し、河川に流出します。 

森林からの水の流出には、①降雨、②地質等の地下の状態、③森林の状態の３つ

が関係します。森林の状態については、特に土壌の保全が重要です。 

河川流出 

風化基岩への浸透 

森林による土壌保全 

～年間の降水量と流出量～ 

 森林流域から流出する水の量は、大

きくは降水量に対応しています。 

 

 

～森林からの蒸発散～ 

 樹木は根から水を吸い上げて、葉から 

大気中に水蒸気を放出しています。 

（これを蒸散作用といいます。） 

たとえば人工林で間伐をして樹木の本数 

が減ると、森林全体の水蒸気の放出量が減 

ります。 

 

 

森林からの蒸発散 

小仏山地-小仏層群（頁岩） 

丹沢山地東部 

-丹沢層群（凝灰岩） 丹沢山地西部 

-深成岩（石英閃緑岩） 

箱根外輪山 

-火山噴出物 

～森林による土壌保全と土壌層での水の浸透～ 

 地表面が下層植生や落葉で覆われていれば、

降った雨も地中にしみ込みやすくなり、地下に

保水され、土壌も保全されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 下層植生がなく地面がむき出しになっている

と、降った雨が地中にしみ込みにくくなり、短

時間に地表を流れ去る水の割合が増えます。 

 地表を流れる水に養分を含んだ土壌も流さ

れ、森林土壌は貧弱になります。流された土壌

は下流で濁水となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

 

 

 

      

    
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

間伐前 

間伐後 

降水量分布図（2000～2010年平年値） 

気象庁メッシュ平年値より作成 

相模湖周辺 

年間 1600～1800mm 程度 

箱根 

年間 3200mm 以上 

凡 例 

標高(m) 

0

1000

2000

3000

0 1000 2000 3000 4000

年流出量

（mm）

年降水量（㎜）

国内の主な試験流域

大洞沢（No.1） 2010～2013年

貝沢（No.4） 2012、2013年

ヌタノ沢（B） 2012、2013年

（植物の表面からの蒸発と蒸散） 

森林の水循環 

土壌層から地下への浸透 
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川は自然の浄水場 ～微生物の力～ 

  本来、川には様々な動植物が生息しており、自然の力で川の汚れが分解 

 されています。その大事な役割を担うのが微生物です。 

食物連鎖の中において、微生物は、動物のふん・死骸などの川の中の汚れ 

（有機物）を食べて分解することで、植物などが利用できる栄養分を作り出 

しています。その栄養分が土の中に供給されると、様々な動植物が生育でき 

るようになり、バランス良く食物連鎖が起こるようになります。 

このように、微生物が有機物を食べて分解することにより、多様な生態系 

がつくられ、川が自然に浄化されることになるのです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生態系の環境 浅枝隆[編著] 引用（一部改変） 

 

 

川の自然浄化機能を発揮させるためには 

本来、河川は、流域ごとの生態系の中で自然の浄化機能を有しています。 

これまでに行ってきたダムの建設やコンクリート構造による河川改修は、 

私たちに安全で安心な生活の基盤をもたらしましたが、一方で河川の生態系 

にも影響を与えることになりました。 

これからの河川整備では、流域の環境に応じて、次のような生態系に配慮 

した整備を行うなど、安全対策のみならず本来河川が持つ浄化機能を最大限 

に発揮させることが必要です。 

◇ 瀬と淵、落差をつくる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇ 護岸は空積みが好ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇ 水域と陸域の境界線をつくる。 

 
 
 

 

 

 

 

 
◇ 湧水を取り入れたり、生物が移動できるような工夫をする。 

 
 

 

 

 

 

瀬は、流れが早く酸素が豊

富な場所であり、水が礫
れき

の

間を通ることで浄化される

場所である。 

淵は、水深が深く流れがゆ

るやかな場所であり、生物

の生息場所となる。 

落差があると

水中の動植物

に必要な酸素

が供給できる

（落差は生物

の移動の妨げ

にならないよ

うにする｡）｡ 

日当たりが良いと植物がよ

く育ち浄化効果が高まる。 

植物は、栄養として窒素・

リンを吸収するだけでなく

水中の有害物質も吸収す

る。 

護岸の石のす

き間は微生物

の生息場所と

なり浄化機能

が増す。 

水位の変動に

より土の中に

酸素が多く取

り込まれ、浄

化効果が高ま

る。 

水域と陸域の境界線がある

と、陸と水の連続性が確保

され、多様な生物が棲める

ようになる。 

湧水は大量のミネラルを含

み、水温が一定であること

から、水質浄化効果の高い

水草の生育を助ける。 

傾斜を緩やかにするなど連

続性があると、生物が移動

でき、多様な生物が棲める

ようになる。 

川の底が水の

浸透できる地

質であれば、

水は礫や砂の

中を通り浄化

される。 

また、土の中

に生物が生息

できるように

なる。 
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①森林モニタリング（対照流域法調査、森林生態系効果把握モニタリング） 

１ 各事業の統合的指標（２次的アウトカム）の検証の考え方                     

（１）下層植生の回復により予想される効果 

 

 

 

 

  
 
 
 
（２）検証の内容と方法 

        目 的・内 容              検 証 方 法 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●森林生態系効果把握調査（H25～）：林分スケール 

小仏山地と箱根外輪山、丹沢山地の各山域でスギ、ヒ

ノキ、広葉樹の３林相を対象に、整備前、整備直後、

整備後一定時間経過の3段階で各生物分類群を調査 

●多様性の総合解析（H26～）：山域スケール 

林分スケールの調査から得られたデータや知見を山域

全体の森林に外挿することで評価、山域スケールの生

物多様性の現状の把握を試みる 

●土壌侵食メカニズム解明 

下層植生の衰退状況と地表流量や土壌侵

食量の関係を把握 

●人工林整備による多様性影響の把握 

植物や土壌動物、昆虫、鳥類、哺乳類の

種多様性に及ぼす森林整備の効果を把握 

 

●山域別の種多様性の現状解析 

県確保の水源林を含む森林生態系として

の生物多様性を評価 

 

 

 

●土壌侵食量調査（H16～）：林分スケール 

２×５m の調査区画を設置して降雨に伴い発生する地

表流量や土壌侵食量を測定  ※東丹沢堂平地区 

■森林整備やシカ保護管理等の事業の実施

によって、下層植生の回復、土壌の保全

が図られます。 

■さらに、長期的には水源かん養機能や生

物多様性機能の維持・向上につながると

考えられています。 

■そこで、現時点では右図のような過程を

想定し、これを短期～中長期にモニタリ

ングを継続することによって検証を進め

ています。 

 

水
源
涵
養
機
能 

生
物
多
様
性
機
能 

●流域別の水・土砂流出特性の解明 

整備前時点の水源地域の流域別の水や土

砂の流出特性、その要因を把握 

 

●小流域での整備効果検証 

小流域で実際に水源林整備をモデル的に

行い、整備による水や土砂の流出への効

果を把握 

●ダム上流域の水土砂流出モデル解析 

流域における整備の有無や強度の違いに

よる水・土砂流出の差を予測・評価 

●対照流域法調査（H19～）：流域スケール 

数 ha の小流域をペアで設け、片方のみ整備して降水

量・流量・水の濁りを連続測定し、水や土砂の流出の

違いを中長期に把握     ※県内４か所で調査 

●整備効果の予測（H19～）:ダム上流域スケール 

数～数百㎢の流域を対象に関連調査研究から得た知見

に基づく最新の水循環モデルを構築し、シナリオ別の

シミュレーション解析を実施 

柵で囲み 

シカを締め出す 

柵をせず 

シカが生息 

流域末端で流量等を

常時測定 

水源涵養機能の維持・向上

下層植生の回復・落葉の堆積の増加

土壌動物や昆虫の
森林性の種が増加

森林生態系全体の健全化
（生物多様性機能の維持・向上）

渓流水の濁り減少
直接流出の減少

（地中をゆっくり流れる流出増）

植物の階層構造発達
森林の生物多様性維持・向上

土壌保全

降雨時の地表流の減少
（地中への浸透が増加）

年間の流量の差が小さくなる
（流出の安定化）

15-9 

総合的指標（２次的アウトカム）の検討  



 

 

２ これまでの成果（２次的アウトカムの検証状況） 

                 主 な 知 見                       成 果 

  

（ 

 

 

 

 

 

 

 

 

水
源
涵
養
機
能 

生
物
多
様
性
機
能 

●土壌侵食メカニズム（土壌侵食調査） 

・下層植生衰退箇所（植生被覆率１％）では、1年間に最大１㎝程度の表層土壌が流出 

・下草と落葉を合わせた地表面の被覆率が減少するほど、地表流・土壌流出ともに増加 

・下草と落葉を合わせた地表面の被覆率75％以上で、土壌の流出はほとんど発生しない 

・斜面の地表流発生・土壌の流出と下流の水の濁り（浮遊土砂流出）は連動して発生 

→ 水源涵養機能保全・再生には、下層植生の回復・維持が最低要件だと確認 

 

 ●流域別の水・土砂流出特性 （対照流域法調査） 

・年間降水量と河川流出率の関係は、東丹沢大洞沢で約3000㎜に対し75％、小仏山地貝

沢で約2200㎜に対し62％、西丹沢ヌタノ沢で約2700㎜に対し35～70% 

・一雨の総降水量が大きくなるほど直接流出量（降雨に伴う一時的な流量の増加分）が

増加。総降水量 75～125 ㎜での直接流出率（雨量に対する直接流出量の割合）の平均

は、大洞沢NO3流域22.5％、貝沢NO1流域で21.1%、ヌタノ沢Ａで20.1％ 

・H23 の台風 6 号および 15 号における、降水量 100 ㎜あたりの流域内平均土壌侵食深

（換算値）は、ヌタノ沢Ａ沢（4ha）で 0.11 ㎜、0.18 ㎜、大洞沢 NO1 流域（48ha）で

0.08 ㎜、0.09 ㎜、貝沢 NO1～4 流域（7～34ha）でいずれも 0.00 ㎜で、地質の相違は

あるものの下層植生の乏しい丹沢山地で多かった 

→ 対策実施当初における流域別の水・土砂流出の特性を大まかに把握 

● ダム上流域の水土砂流出モデル解析 （水循環モデル解析） 

・宮ヶ瀬ダム上流域のシミュレーション解析からは、好転シナリオ（現況より下層植生

が豊富な状態へ変化）では森林斜面の地表流が減少し、結果的に年間の河川流量の差

が小さくなるとの予測結果を得た。一方、放置シナリオ（現況より下層植生が衰退）

では、森林斜面の地表流が増加し、年間の河川流量の差が大きくなるとの予測結果 

 → 対策実施の有無がダム上流域スケールの機能に影響するとの予測 

●小流域での整備効果検証 （対照流域法調査） 

東丹沢大洞沢；一方の流域でシカを締め出したところ、２年後に植生現存量は増加。現

時点では裸地全面の植生回復には至っておらず、水の流出特性の変化も未検出 

小仏山地貝沢；・良好に管理された人工林で、まとまった間伐（群状・定性）と木材搬

出を行い、渓流沿いでは間伐と除伐を控えたところ、森林施業に伴う短期的な水質や水

の濁りへの負の影響はみられなかった 

→ 効果を結論づけるには時間経過が不十分だが、想定された初期段階の変化は確認 

 

● 人工林整備による多様性への影響把握（林分スケールでの効果把握調査） 

・H26 の小仏山地と箱根外輪山での調査から、ヒノキ林では間伐して時間が経過したとこ

ろでは高木性広葉樹の稚樹高が高くなっていた。両山地では間伐して時間が経過したと

ころでは下層植生の植被率や種数が多い傾向が認められ、小仏では下層植生の植被率や

種数が多いところでは林床性昆虫の種数や個体数も多くなる傾向があった。 

・林相別で各分類群を比較すると、小仏では昆虫の種類や個体数はスギ林やヒノキ林より

も広葉樹林で多く、広葉樹林は比較的種類組成が特異なことがわかった。 

・鳥類と哺乳類では明瞭な傾向を見いたせなかったが詳細な解析は今後の課題である。 

● 山域別の種多様性の現状解析：モデルやシミュレーションによる解析方法を検討中 
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３ 宮ケ瀬ダム上流域における下層植生の回復による２次的アウトカムの検証状況（各事業の統合的指標による評価）     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●現状・事業実施前の状態と機能：下層植生が乏しく水源涵養機能が低下（土壌が流出。森林の中で面的に地表流が発生しているとの解析結果も。） 

●事業実施後（下層植生が回復）：地表流と土壌流出が大幅に減少、機能向上を予測的に検証 ●事業を実施しなかった場合（下層植生の衰退が進行） 
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林床合計被覆率（％）

小流域スケール；大洞沢試験流域 

●事業の実施の有無による比較：今後の機能の改善を示唆する結果を確認 

・大洞沢の試験流域の下層植生

の被覆度の分布をみると、尾

根の傾斜の緩い場所にはシカ

の不嗜好性種を中心とした下

層植生が繁茂しているもの

の、流域の下部や渓流沿いが

裸地となっており土壌が流出

している。 

ダム上流域スケール；宮ケ瀬ダム上流域 

林分スケール；堂平地区の２m×５mの調査区画での実測結果 

・大洞沢の各流域では、総降水

量が 100 ㎜を超えると急激に

直接流出量が増加する。 

・2010～2011 年の総直接流出

量の総降水量に対する割合

は、流域 NO3（実施流域）で

35％、流域 NO4（対照流域）

で 33％であった。 

※直接流出量；降雨に伴う一時

的な河川流量の増加分 
下層植生の被覆度の分布 

流域 NO3における 

直接流出量と降水量の関係 

・宮ヶ瀬ダム上流域を対象に大洞沢の現地

観測データ等を用いて、水循環モデルの

現況再現解析を行った。 

・再現性が検証されたモデルを用いて、事

業実施前の水流出を再現したところ、表

流水の年間積算値の分布図から、下層植

生が衰退した森林斜面の地表流の発生を

確認。 

※解析の降雨条件は 2006年の年間降水量（平年並み） 
表流水の年間積算値の分布※赤・黄で多い 

・宮ヶ瀬ダム上流域の現況再現性が検

証された水循環モデルを用いて、林

分スケールの土壌侵食調査で得られ

た知見を踏まえ、ダム上流全体で下

層植生が大幅に回復した場合（好転

シナリオ）の水流出を解析したとこ

ろ、森林斜面の地表流が大幅に減少

との予測結果 

※解析の降雨条件は 2006年の年間降水量(平年並) 
表流水の年間積算値の分布※赤・黄で多い 

小流域スケール；大洞沢試験流域での実測結果 ダム上流域スケール；宮ケ瀬ダム上流域 ダム上流域スケール；宮ケ瀬ダム上流域 

ダム上流域スケール；宮ケ瀬ダム上流域 

・宮ヶ瀬ダム上流域で構築した水循環モデ

ルにより、林分スケールの土壌侵食調査

で得られた知見を踏まえて事業を実施せ

ずにダム上流全体で下層植生の衰退が大

幅に進んだ場合（放置シナリオ）の水流

出を解析したところ、森林斜面の地表流

が大幅に増加との予測結果 

※解析の降雨条件は 2006年の年間降水量（平年並） 

・柵で囲った流域

NO.3 では、裸地の

植生回復はみられ

ないものの、下層

植生（不嗜好性植

物）のある箇所で

は植生現存量が増

加。 

柵内の植生被覆のある 

調査区画の植生現存量の推移 

地表面の被覆率と 

総雨量に対する地表流流出率の関係 

地表面の被覆率と 

土壌侵食量の関係 

・下草と落葉を合わせた地

表面の被覆率 75％以上で

土壌は流出しない。 

・地表面の被覆率が低いほ

ど、降った雨のうち地中

に浸透せず地表流として

流出する割合は多い。被

覆率が高いと大雨でも地

表流の発生は少ない。 

・水循環モデルにより、下層植生状態のシナリオ別に１年間の雨量に応じた河川の流量

（流況）を解析したところ、下層植生が十分回復すると年間の流量の差が小さくなる傾

向、一方、下層植生が大きく衰退すると年間の流量の差が大きくなるとの予測結果。 
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宮ケ瀬ダム上流中津川の流況曲線 
（年間の日流量を多い順に並べ替えたグラフ） 

 

赤：放置シナリオ 緑：現況 

青：好転シナリオ 
地表面の被覆率（％） 地表面の被覆率（％） 

表流水の年間積算値の分布 
※青で少ない 
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平均スコア値 

相模川水系 全40地点  酒匂川水系 全40地点 

森林地域 
22地点の平均 7.3 

市街地 
18地点の平均 6.2 

森林地域 
27地点の平均 7.6 

市街地 
13地点の平均 6.6   

 8.0以上 0 (0) 0 (0)  2 (1) 0 (0)  

 6.5～8.0 22 (22)  7 (8)  25 (26) 7 (8)  

 6.0～6.5 0 (0)  8 (7)  0 (0)  4 (5)  

 6.0未満 0 (0) 3 (3)  0 (0) 2 (0) 

 ②河川モニタリング 

【調査の概要】 
 「河川の流域における動植物等調査」と「県民参加型調査」を実施。 
  
  

【水質指標】 
  平均スコア値 
      ○  汚れた水に生息する生物からきれいな水に生息する生物まで１から10のスコアを与え、 
   採集された生物のスコアの平均値を求めることによって、汚濁の程度などを  評価する方法。 
      ○  平均スコア値が10に近いほど汚濁の程度が少なく、自然度が高いことを示す。 
  
 
  

【調査の目的】  
  かながわの水源河川において、動植物の生息状況や水質の状況を調査し、河川環境に関する基礎  
 データを収集する。 

酒匂川水系 森林地域 

相模川水系 市街地 

相模川水系 森林地域 

酒匂川水系 市街地 

【第１期 調査結果】 
(平成20年度・平成21年度) 

凡例 平均スコア値 

調査内容 

平均スコア値 7.42→7.91 （＋0.49） 

平均スコア値 6.15→5.97 （△0.18） 

相 
模 
川 

酒
匂
川 相 

模 
川 酒

匂
川 

※ 平均スコア値の数値については、 
 第１期調査結果から第２期調査結果 
 の数値の変化を記載 

 ① 河川の流域における動植物等調査 
    ○  相模川水系及び酒匂川水系の各40地点において、動植物調査（河川環境の指標となる水生 
    生物など／夏季･冬季の年2回）と水質調査（ＢＯＤ、窒素･リンなどの水質項目／毎月１回） 
    を５年ごとに調査。 
      〔調査実施年度〕 
          ・相模川水系：平成20年度(第1期)・平成25年度(第2期) 
          ・酒匂川水系：平成21年度(第1期)・平成26年度(第2期) 

 ② 県民参加型調査 
      ○  県民から調査員を募って、動植物や水質の調査を毎年実施。 
      ○  河川の流域における動植物等調査の結果を補完。 

調査結果 

【第２期 調査結果】 
(平成25年度・平成26年度) 

○ 神奈川の水源地域の水質は、全国平均を上回る水準の地点が多く、とくに森林地域では、平均 
 スコア値が８以上の極めて良好な地点もあるなど、総じて良好な水源水質であるといえます。 

○ 相模川水系と酒匂川水系の水質を比較すると、流域に森林地域を多く持つ酒匂川水系の方が平均 
 スコア値が高い地点が多く、良好な状態であるといえます。 

○ 第1期と第２期の調査結果をみると、両河川ともに平均スコア値に大きな変化はなく、水源水質を 
 維持している状態といえます。 

○ ただし、市街地においては、わずかではありますが水質劣化が見られる地点もあり、現在取り組 
 んでいる河川整備等により、改善が期待されるところです。 

○ 将来にわたり良質な水を安定的に利用できるように、今後も水源環境を維持・向上させる取組み 
 を続けていく必要があります。 

平均スコア値 7.97→8.06 （＋0.09） 
瀬や淵のある水の流れは自然の浄化
機能も高く、平均スコア値も高い。 

平均スコア値 4.75→4.35 （△0.35） 
コンクリート護岸で直線的な流れは自然
の浄化機能が低く、平均スコア値も低い。 

全国平均(6.01) 

 ※２ 平均スコア値の全国平均値については、河川水辺の国勢調査 平成18年度～平成22年度（国土交通省）の641地点の 
   平均値を引用 

 ※１ （ ）内の数値は第１期調査結果による地点数を記載 

 ※３ 「河川の生物学的水域環境評価基準の設定に関する共同研究報告書」（平成７年３月）によると、平均スコア値 
    について「８以上は、水質が良好であり、また周辺には自然要素が多く残っている水環境を表す」とある。 

【第２期 調査結果(平成25年度・平成26年度)】  

流域平均 6.9 

流域平均 7.3 

流域平均 6.8 

流域平均 7.3 

ﾋﾗﾀｶｹﾞﾛｳ 

ﾋﾗﾀﾄﾞﾛﾑｼ 取水施設 

全国平均(6.01) 

森林地域に生息する指標生物例 

市街地に生息する指標生物例 
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① 各事業の量的指標(アウトプット)・質的指標(１次的アウトカム)による評価 

 ○ 森林の保全・再生に関しては、概ね計画通りに進捗しています。人工林では、

水源林整備を通じて下層植生の回復、土壌の保全が進んでいます。なお、シカ生

息地では、シカ対策と連携して取り組むことが重要となっています。 

また、自然林では、シカ管理・土壌保全対策を継続的・一体的に実施した場所

で、下層植生の回復・土壌流出防止の効果が確認されています。 

○ 河川の保全・再生に関しては、目標を上回る事業進捗により、河川・水路にお

ける自然浄化対策が進展し、水質調査の結果に大きな変化はないものの、底生動

物の増加が確認された箇所もあるなど一定の効果が出てきています。 

○ 水源環境への負荷軽減に関しては、公共下水道整備について着手可能な地域か

ら順次整備を進めるとともに、合併処理浄化槽整備について丹沢湖集水域におけ

る一般家庭の浄化槽整備が着実に進捗するなど、これまでの取組により、年間に

すると窒素約20t、リン約３tの負荷量が軽減されたことになります。 

ただし、公共下水道整備については道路境界未確定などの課題があるため、ま

た、合併処理浄化槽整備については浄化槽を設置する家庭の個別事情など難しい

課題も多いため、いずれも整備に時間を要しています。 

○ 地下水の保全・再生に関しては、10市町において、地下水保全計画に基づき地

下水保全対策事業を実施しており、地下水汚染のある地域では浄化装置による汚

染対策を実施して有害物質を着実に除去しています。また、現在10市町が取り組

んでいるモニタリング事業の結果によると、従前からの地下水の水位レベルを概

ね維持しています。 

 

② 各事業の統合的指標（２次的アウトカム）による評価 

＜水源かん養機能の向上、生態系（森林）の健全化＞ 

 ○ 水源かん養機能に関しては、森林斜面での測定結果によると下層植生が回復し

て下層植生と落葉を合わせた被覆率が75％以上であると、地表に到達した降雨の

９割以上が地中に浸透し、土壌もほとんど流出していませんでした。また、試験

流域における現地観測結果などに基づき、水循環モデルを用いたシナリオ別の解

評価結果の全体総括  
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析を行い、下層植生が回復すると年間の流量の差が小さくなる（流量の安定化）

傾向、一方、下層植生が大きく衰退すると年間の流量の差が大きくなるとの予測

結果が得られました。 

これらのことから、下層植生回復と土壌保全が下流の河川流量の安定化をもた

らし長期的には水源かん養機能の維持・向上に結びつくと考えられます。 

 ○ また、現地調査の結果から、下層植生回復は下層植物や林床性昆虫の種の多様

性につながり、長期的には森林生態系の健全化に結びつくと考えられます。 

 ○ こうしたことから、水源地域の森林の水源かん養機能や森林生態系の健全化は

維持・向上の方向にあると考えられます。 

 

＜生態系(河川)の健全化、水源水質の維持・向上＞ 

 ○ 水源地域の河川環境を調査した河川モニタリング結果では、水質や動植物の生

息状況に大きな変化はなく、総じて良好な水源水質であるといえます。 

 ○ 地下水質測定(メッシュ調査)結果では、地下水を主要な水道水源としている地

域における環境基準非達成地点は減少傾向にあり、測定された有害物質の種類も

減少しています。 

 ○ 公共下水道整備などの生活排水対策により、公共用水域の環境基準達成率は向

上していますが、主要な水源である相模湖･津久井湖では、アオコの発生原因と

もなる窒素やリンといった栄養塩類の濃度が依然として高い富栄養化状態にあり

ます。 

 

 

③ 施策全体の目的（最終的アウトカム）による評価 

 ○ 最終的アウトカムは、評価の時間軸を10年～20年とする長期的評価であること

から、現時点での評価は暫定的なものですが、これまでのところ、水源保全地域

において水循環機能の保全・再生が図られていく過程にあると考えられます。 

 ○ 今後も、水源かん養機能の向上、生態系の健全化、水源水質の維持･向上に向

けたこれまでの取組を続けていくことによって、将来にわたる良質な水の安定的

確保につなげていくことが重要です。 
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